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本研究では，バックキャスティングの理論を援用し，理想的な持続可能性の回復・発展した姿に向けて現

状の持続可能性の喪失した要因を「デザイン思考，システム思考，リンケージ思考」から検討する新たな単

元構成原理について明らかにし，南海トラフ地震を事例にした社会科災害学習の単元を提案した。本研究の

意義は，社会科教育におけるバックキャスティングの単元構成原理を明らかにしたことである。デザイン思

考，システム思考，リンケージ思考を単元構成の中に位置づけることで，持続可能な社会構築に適う思考力

を育成する単元構成のあり方を詳細に示している。
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１．はじめに

2024年１月１日，能登半島において最大震

度７の能登半島地震が発生した。そして，この

地震に対する復旧が十分に進まない中，同年９

月21日の奥能登豪雨による冠水，土砂災害など

が生じたことにより，多くの人や道路などが被

災し，今なお能登半島では復旧がままならない

状況が続いている。実際，地震と津波などの複

合的な災害によって莫大な損害を被った東日本

大震災を例にとるまでもなく，多くの災害が複

合性を持ち，自然的要因以外の社会的要因も加

味されることで，その損失は計り知れないもの

となっていく。近年の日本の被災状況が拡大の

一途であるといった状況の中，学習者にどのよ

うな資質・能力を育成すればよいのであろう

か。

近年の防災教育に関する社会科教育学研究で

は，紙田（2021)1) がこれまでの防災教育に

関する論考をレヴューした上で，自助，公助を

強調する政策を所与のものとして，その枠組み

の中で防災のための資質・能力を身に付けさせ

ようとするものであると指摘し，政策を相対化

し，経済的価値を創出しながら地域課題を解決

するといった共有価値を創造する防災教育の授

業構成が提案されている。しかし，提案された

授業構成に基づく授業では，構想される理想と

する地域像が安全・安心といった常識的で観念

的 な 内 容 に 留 まっ て い る。ま た，岩 坂

（2022)2) が，現状の防災学習では，行政の施

策を自明視しそれを前提とした防災に留まる可

能性を指摘し，既存の施策を批判的に問い直す

批判的論争学習論を提起し，開発した授業につ

いて実証的に分析している。しかし，主張の中

心は批判的な見方に終始しており，学習が批判

から新たな社会の構築や形成といった展望のあ

る学習には至っておらず，学習が政策批判に留

まることに限界性があることが指摘できるであ

ろう。更に，末永（2024)3) は，先行研究の

レビューから防災・災害システムの不備や限界

性にアプローチしていない点を指摘し，広島県

と兵庫県を事例に災害時の都市計画の不備から

新たな対策を認識し，どんな防災・減災のまち

づくりが必要なのか考える授業が提案されてい

る。しかし，どのようなまちづくりが必要なの

か具体的に示されておらず，システムの認識を

具体的な対策に活かす授業構成のあり方が課題

として指摘できる。

以上の先行研究から示唆されることは，現状
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のシステムを批判し，システムの改善を図った

り，対案を構想したりする学習には限界がある

ことである。つまり，学習者は学んだことの枠

内でしか思考できないため，常識的な範囲内で

の社会形成になってしまい，学習者の発想を生

かした創造的な学習とは成りえていないのであ

る。そこで，本研究では，バックキャスティン

グの理論を援用し，未来の理想的な持続可能性

の回復・発展した姿に向けて，現状の持続可能

性の喪失した要因を検討する新たな単元構成原

理について提案し，そのことに基づく新たな災

害学習単元を開発することを目的とする。

最初に，防災教育における社会科災害学習の

射程を明らかにし，災害の段階に応じた授業構

成の必要性について言及する。次に，社会科災

害学習の課題に基づき，バックキャスティング

の手法の有効性について明らかにする。そし

て，バックキャスティングの手法に基づく社会

科災害学習の単元構成論理を示し，具体的な開

発内容を示すことで，その応用可能性について

論及したい。

２．防災教育と社会科災害学習

文部科学省は，東日本大震災後，改めて防災

教育を見直し，『「生きる力」を育む防災教育の

展開』を2013年に刊行した4)。その中で，防

災教育について，「防災に関する基礎的・基本

的事項を系統的に理解し，思考力，判断力を高

め，働かせることによって防災について適切な

意思決定ができるようにすることをねらいとす

る側面がある。一方で，当面している，あるい

は近い将来予測される防災に関する問題を中心

に取り上げ，安全の保持増進に関する実践的な

能力や態度，さらには望ましい習慣の形成を目

指して行う側面もある。」と言及し，前者は社

会科，理科，生活科などの教科や総合的な学習

の時間などで取り扱い，後者は特別活動，学級

活動で取り上げることが多いと指摘している。

また，赤木ら（2012）は，防災教育の実践に

おいて，社会学や心理学，地理学，工学など多

様な分野からの知見が不可欠であることを示し

ている5)。更に，佐々木（2015）は，防災教

育の学際的性格について，教育内容の設計にお

ける複合的なアプローチを提案し，特に，理科

や社会科，総合学習の枠組みを超えて，教育現

場での統合的な防災指導の必要性について論じ

ている6)。以上のように，防災教育は学際的な

性格を持ち，多様な教科の学習を通して実施さ

れることが求められている。では，社会科教育

においては，何を射程にするべきであろうか。

本稿では，防災教育において特に，災害に焦

点を当て検討したい。なぜなら，災害は社会的

に存在する社会事象であり，たとえ自然災害で

あったとしても，それを拡大する要因は社会に

存在するからである。このことに関して，松岡

（2020)7) は，社会災害の観点から社会システ

ムと地域コミュニティに焦点を当て，社会災害

の概念的枠組みを明らかにしている。その中で

可視化される社会システムと可視化されない地

域コミュニティのつながりが，異常な自然災害

に遭遇することによって社会災害が現象化する

こと，具体的には，平時における都市計画など

の行政的不備等によって可視化されるマイナス

面の社会的因子と可視化されない地域コミュニ

ティのつながりの不足が，イベント（災害）に

よって，双方のマイナス面が顕在化することを

指摘している。このことに基づけば，社会科災

害学習は，災害以前の平時（災害以前）の学

習，つまり，社会システムの脆弱性や地域コ

ミュニティの改善を目指す都市計画・防災計画

などを評価する防災段階の学習と災害時の被災

状況から社会システムの損害状況と地域コミュ

ニティの喪失状況について学ぶ災害段階の学

習，そして，復興状況を阻害する社会システム

の問題点の克服と地域コミュニティの回復，コ

ミュニティの再生を促進するイベント等を創造

する復興段階の学習に段階的に分類することが

できるであろう。図１では，社会災害を視点に

した段階ごとの概念的枠組みを示している。こ

のような平時，災害時，復興時といった段階性

は，当然，関連性を持つが，どの段階に焦点づ

けるか重視するかによって，授業構成は変動す

ると言える。

本稿では，特に平時・災害段階に焦点づけ，
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単に社会システムの改善を図ることを目指すの

ではなく，持続可能な社会形成を意図した単元

として構成する。また，その単元構成原理の構

築に向けて，バックキャスティングの手法につ

いて検討する。なぜなら，学習者の発想を生か

した持続可能性が回復・発展した社会の理想像

に向けて，授業は構成されるべきと考えるから

である。

3．バックキャスティングによる単元構成論

(1）バックキャスティングの基本概念9)

バックキャスティングとは，未来の理想的な

状態を設定し，それを実現するために逆算して

必要な取り組みを計画する方法論である。それ

に対し，現状の問題点から現在，実現できるこ

とを分析し，問題解決に至る手法はフォアキャ

スティングとされている。つまり，バックキャ

スティングは未来起点であるがフォアキャス

ティングは現状起点であり，未来の望ましい

ゴールが明確に設定されていることがバック

キャスティングの大きな特徴であると言えるで

あろう。

2015年の国連総会で採択された「持続可能

な開発のための2030アジェンダ」の構成要素

であるSDGs（持続可能な開発目標）は，持続

可能な社会実現のための世界共通目標として設

定され，現状の改善ではなく，先に理想とする

世界（目標）を描き，その共有化を図り，実現

するといったバックキャスティングの特徴を生

かして策定されている。したがって，SDGsの

目標達成を目指す授業は，バックキャスティン

グの方法論に基づく授業が構成されることが望

ましいと言えるであろう。

(2）SDGsの思考方法

バックキャスティングによる単元を開発する

ことで，学習者は持続可能な社会を構築するた

めの思考方法を学び，実際の生活の中でSDGs

に関する問題にその思考を活かしていくことが

期待される。SDGsの思考方法に関しては，吉

田（2022）によって，時間的逆算思考，論理

的逆算思考，リンケージ思考３点の思考法が次

のように示されている10)。

①時間的逆算思考

未来のある時点での実現すべき大きな目標を
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図１ 社会災害の段階性を視点にした概念的枠組み（松岡の図8)に基づき筆者作成)



決定し，その達成のためになるべきことをバッ

クキャスティングで導く考え方とされている。

例示として，ジョン・F・ケネディ大統領が掲

げたアポロ計画という「ムーンショット」が示

され，当時の技術では不可能な目標を掲げるこ

とで，そこに辿り着くまでに綿密な計画と地道

な努力により様々な技術革新が生まれたことが

紹介されている。つまり，理想とする目標を達

成するには，現状の問題を解釈し，綿密に計画

的に思慮することが必要であり，目標に向けて

現状の問題点を逆算的に様々な角度から思考す

る必要性を示していると言えよう。

②論理的逆算思考

目の前にある問題に対し，本来のありたい姿

から解決方法を導き出し，演繹的にイノベー

ションを創出する考え方とされている。この演

繹的イノベーションは人間が本来ありたいと思

う姿から論理的に逆算して問題の根本要因に応

える方法であり，特定の問題解決ではなくその

問題の発生しない理想の状態を定義することが

起点となるとされ，この考え方は，デザイン思

考であると指摘されている。つまり，論理が先

にあるわけではなく，本来のありたい姿をデザ

イン思考により導き出し，ありたい状態を実現

するために論理的に思考する必要性を示してい

ると言えよう。

③リンケージ思考

様々な課題が相互に連関し，結びついている

考え方とされている。SDGsの17のゴールと

169のターゲットは独立して存在するのではな

く，あらゆる問題が相関しているのであり，ど

れか一つのみ単独で取り上げて実現しようとし

ても，他の目標達成を阻害する要因を生み出し

たり，あるいは逆に他の目標に波及効果を生み

出したりするとしている。また，ある取り組み

を強力に取り組むことがレバレッジ・ポイント

となり，他の因子に影響を与え，ドミノ倒しの

ように正の連鎖反応を生むことも指摘してい

る。つまり，SDGsの取り組みは，たとえ一つ

のゴール・ターゲットの実現を目指した取り組

みであったとしても，他のゴール・ターゲット

との連関を想定すること，他のゴール・ター

ゲットの因子に影響を与えるレバレッジ・ポイ

ントについて思考することの必要性を示してい

る。

以上，SDGsに関する３点の思考方法につい

て検討したが，①②の中心となる考え方は，問

題を逆算的に捉える思考であり，現状の問題点

や要因を捉え，その因果関係から「〜だから〜

である」といった思考から結論を導くだけでな

く，未来の理想像を解釈した上で，「〜を成す

ために〜する」といった逆算的な思考がSDGs

達成を目指した思考において有効であることを

示している。また，そのような思考の起点とな

るのは，現在の問題に対して，問題の発生しな

い理想的な状態を定義することであり，その思

考方法はデザイン思考であるとしている。更

に，理想的な状態から逆算して必要な取り組み

を計画するには，社会全体のシステムの様々な

要素間の因果関係から問題の本質を探るといっ

たシステム思考が適していると言える。そこ

で，デザイン思考とシステム思考について，次

に検討しておこう。

(3）デザイン思考とシステム思考

デザイン思考とは，自分の考えを自由にデザ

インし，解決策を表出する過程で用いる思考的

活動のことである。前野（2015）は，デザイ

ン思考に関して，「観察（オブザベーション），

発想（アイディエーション），試作（プロトタ

イピング）を何度も繰り返しながらチームで協

創するイノベーティブな活動を指す」としてい

る11)。つまり，「観察」，「発想」，「試作」を繰

り返しながら，理想の状態を定義する過程であ

り，具体的には「観察」においては，問題を実

際に経験したり，インタビューしたりするなど

してその問題点を焦点化すること，「発想」に

おいては，ブレーンストーミングなどを通し

て，問題に対する様々なアイデアが出るよう協

同すること，「試作」に関しては，問題に対す

るアイデアから，理想的な案を捻出すること，

といった過程をとることになる。ここでポイン

トとなるのは，本来のありたい姿をデザインす

ることであり，先入観や偏見を排除し自由に発

バックキャスティングの手法による社会科災害学習の単元構成

―160―



想できる場をいかに構成するかであろう。

また，システム思考とは，物事を要素間の関

係性としてとらえることであり，因果関係のこ

とであるとされている12)。社会を全体から細部

までシスティマティックに分析することで，全

体像としての構造とともに，構造を構成する要

素間の関係性も理解することで，それらの因果

関係を思考することもできる。持続可能性の問

題など今日の社会が抱える問題は複雑化してお

り，ある面では解決したとしても別の問題が生

じる構造となっている。課題解決を目指そうと

するなら，個別の問題に対応を図るのではなく

問題が生じている社会全体をシステムとして捉

え，要素間の因果関係について検討し，どこの

部分について制御すべきか，課題解決の手段に

ついて考える必要があり，システム思考は社会

システムの点から持続可能な社会を分析するの

に適した思考法であると言えよう。

(4）単元構成の論理と学習モデル

以上の検討から，バックキャスティングの手

法に基づく単元は，学習者が逆算的に理想とす

る姿から現状の問題の分析に向かう学習過程の

中で，デザイン思考とシステム思考，そして，

リンケージ思考といった思考方法を駆使させる

ことで，持続可能な社会構築を担う思考法を身

に付けることになる。

システム思考に関して，松岡（2018）が，

社会システムの全体像とそれを構成する要素間

の関係を構造的に示した「持続可能な社会の概

念的枠組み」を示している13)。この枠組みに基

づき，未来の理想的な持続可能性の回復・発展

した姿に向けて，現状の持続可能性の喪失した

要因を検討する概念的枠組みは，図２となる。

図２では，SD（SustainableDevelopment）

の中心概念である①環境保全，②経済開発，③

社会（個人）開発の３要素による持続可能な社

会システムが示されている。

持続可能性の低下した問題（SDGsに関する

問題）状況から，理想的な持続可能性の回復・

発展した社会を定義（デザイン思考）した上

で，３要素が欠けている，つまり，持続可能性

が低下・喪失した社会の問題点について３要素

から分析・評価（システム思考）し，他の持続

可能性の問題との関連を検討（リンケージ思

考）しながら，各要素に関する対案（解決策）
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図２ 持続可能な社会の概念的枠組み（松岡の図14)に基づき筆者作成)
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を創出し，それらの対案を持続可能性の価値概

念（有限性，多様性，公平性）から，④評価

し，具体的な行動計画を立てることで，個人の

資質・能力を高め社会への参画意識を高めるこ

とができると言える。これまで検討したことを

踏まえ，バックキャスティングの手法に基づく

学習モデルを図３のように設定した。

｢理想的な持続可能な社会の形成」場面，現

状の「持続可能な社会の問題構造の批判的認

識」場面，問題構造の改善を図る「持続可能な

社会への対案構築」場面，対案を評価し具体的

な行動計画を立てる「持続可能な社会への参画

意識向上」場面の４段階の学習過程で学習モデ

ルを構成している。
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図３ バックキャスティングの手法に基づく学習モデル（筆者作成)



４．バックキャスティングによる単元「南海

トラフ巨大地震の脅威」の単元構成

前項の学習モデルに基づき，社会科災害学習

として，今後予想される南海トラフ地震を事例

として取り上げよう。

(1）教育内容編成の論理15)

南海トラフとは，駿河湾から九州までの太平

洋沖のフィリピン海プレートと日本列島側の

ユーラシアプレートが接する境界に形成されて

いる海底の深い溝のことである。この南海トラ

フ周辺では，1605年に慶長地震，その102年

後に宝永地震，そして142年後に安政東南海地

震が発生しており，100〜150年の周期でM8

級の地震が東海，東南海，南海地域で同時また

は時間差で連動して，規則的に発生している。

しかし，東海地域において1854年の安政東海

地震以来，170年間地震が発生していない状況

から，３つの地域が連動する南海トラフ地震が

今世紀前半にも約70％の確率で発生する可能性

が示されている。このことに関して，平成23年

８月に内閣府に設置された「南海トラフの巨大

地震モデル検討会」（以下「モデル検討会」）で

は，同年12月に中間とりまとめを行い，最新の

科学的知見を踏まえて，最大クラスの想定震源

域を設定した。新たな想定震源の設定は従来よ

りも陸側と西の日向灘沖に広がり，強震断層域

の面積は約11万㎢，規模はM9となり，津波を

引き起こす南海トラフ寄りのプレート境界の浅

い部分を追加した津波断層域の面積は約14万

㎢，規模はM9.1であるとされた。この想定震

源域を基に，「モデル検討会」は最大クラスの

巨大地震・津波のモデルを示し，強震断層域で

ある宮崎県串間町で最大震度７以上，津波高は

17m，高知県黒瀬町で最大震度７以上，津波高

は34mなど，各地とも想像を絶する結果となっ

た。そして，平成24年８月，「南海トラフ巨大

地震対策検討ワーキンググループ」は人的被害

及び建物被害の想定をまとめた第一次報告書を

発表した。この報告書では，人的被害が最大と

なるケースで死者・行方不明者約32万３千人，

建物被害が238万６千棟とされ，途方もない規

模の被害が生じることが予測されている。

このような南海トラフ地震を事例とすること

で，差し迫った地震に対して学習者が切実性を

持って学習に取り組むことが期待できる。ま

た，学習者にとって身近な地域を対象にすれ

ば，地震災害克服に向けて，理想的な状況を主

体的に描くことができ，その実現に向けて多角

的な視点から解決策を導こうとすることも期待

できる。更に，学習を通して災害発生時にどう

行動すればよいか，危機意識と行動をつなげる

ことも可能にすると思われる。

なお，本単元においては，南海トラフ地震と

いった予測される災害を事例とすることから，

災害時の被害を想定した平時（災害以前）の災

害学習として構成する。また，対象とする地域

は地震と津波による大規模な被災が想定される

高知県に焦点づけ単元を構成する。

(2）対象地域の脆弱性

図１で示した通り，地域が抱える社会システ

ムの脆弱性やコミュニティのつながりの不足が

災害を拡大していく。高知県における主な脆弱

性は次の通りである16)。

①社会システムの背景

国勢調査と高知県推計によれば，高知県の人口

は1955年の88万2683人をピークに，2024年

には65万9592人に減少し，高齢化率も全国平

均を大幅に上回り，人口減少と高齢化に歯止め

がかかっていない。また，産業別就業者数におい

て，農林水産業従事者の割合が全国平均に比べ

高く，製造業の割合が低い。更に，交通網等の問題

から雇用の流動性に欠け，希望職種を求めて他

地域に移住する傾向が強まり，人口減少や地域

経済の疲弊を導くといった現況が指摘できる。

②防災に関わる社会システムの脆弱性

高知県では南海トラフ地震対策行動計画を策

定し，期間ごとに対策を評価し課題を明らかに

することで，地震に対する備えを積み重ねてい

る。第５期行動計画（R4〜R6）の総括におい

て，住宅の耐震改修は進展しているが，密集市

街地の耐震化率は十分改善できていないため，

地震による大規模な火災が発生すると，津波等
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の住民避難や火災時の消火活動に支障をきたす

ことが懸念される。また，県内の各機関を結ぶ

防災行政無線は地上系が中心であり，中継局が

被災すると情報伝達が途絶するリスクがあり，

携帯端末等の緊急速報メールなど，複数の手段

を組み合わせることが推奨されている。しか

し，効率的な運用方法や住民への周知が課題と

なっているため、南海トラフ地震等，災害発生

時に十分に情報収集・伝達・安否確認等が果た

せない可能性がある。更に，災害時の避難所が

不十分とされる市町村が多くあり，避難所の確

保とともに，避難所における生活等の質の改善

が課題となっている。地震災害に対する啓発に

関しては，南海トラフ地震への備えの長期化に

より住民の危機感が薄れ，津波早期避難意識率

が十分改善されていないこと，地域の実情に合

わせた防災に関する教材が不足していることな

どが課題として挙げられる。

③地域コミュニティの脆弱性

人口減少や高齢化といった社会システムの背

景と深く結びつき，地域活動の参加率の低下，

世代間のコミュニケーションの不足から，地域

住民のつながりが希薄になることで，災害発生

時の共助が困難になることから被害を拡大させ

ることが懸念されている。

(3）SDGsのゴール・ターゲット

SDGsのゴール・ターゲットは，ゴール11

「包摂的で安全かつレジリエントで持続可能な

都市及び人間居住を実現する」であり，ター

ゲットは，11.05「自然災害による人や経済の

喪失をできるだけ小さく」，11.b「あらゆるレ

ベルで総合的なリスク管理を実施しよう」，

13.01「自然災害に対応する対応力と回復力を

高めよう」が想定される。

(4）単元の目標と指導計画

以上の検討と学習モデルに基づき，単元の思

考面に関する目標と指導計画を図４のように構

想した。
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５．おわりに

本研究では，バックキャスティングの理論を

援用し理想的な持続可能性の回復・発展した姿

に向けて現状の持続可能性の喪失した要因をデ

ザイン思考等の思考面から検討する新たな単元

構成原理について明らかにし，南海トラフ地震

を事例にした社会科災害学習の単元を提案し

た。

本研究の意義は，次の２点にまとめることが

できるであろう。第１は，バックキャスティン

グの手法に基づく単元構成原理を明らかにした

ことである。各々の思考を単元構成の中に位置

づけ，持続可能な社会構築に適う思考力を育成

する単元構成の観点を明らかにした。第２は，

社会科災害学習の新たな単元構成のあり方を示

したことである。災害学習をシステム批判に基

づきその改善を目指す授業構成からデザイン思

考による理想とする姿に基づき現状の問題の分

析に向かう逆算的な授業構成に変えることで，

学習者の発想を生かした学習関与が期待でき

る。今後，校種を特定し具体的な授業について

熟考すると共に，他のSDGsに関する単元開発

を行い，単元構成原理の応用可能性について更

に検討したい。
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